
申告書及びこの手引きにおける前年中とは、令和５年中のことを指します。

　収入金額を「カ」に、所得金額を「⑥」に記入してください。

※個人年金の必要経費は、保険料の掛金です。 

※裏面「９」に内訳を記入してください。

《一時所得「シ」》　×　1/2　＝　総所得金額に算入する金額「⑪」(端数切捨て)

※裏面「10」に内訳を記入してください。 

※なるべく郵送での申告をお願いします。

 申告書の書き方（例）

　営業・農業・不動産所得 　雑所得（その他）＜個人年金など＞

　配当所得　＜株式や出資の配当など＞

　給与所得 ＜給与・賃金・俸給・賞与など＞

　一時所得 ＜保険の満期・解約等による払戻金など＞ 
　以下の計算式により計算し、「シ」及び「⑪」に記入してください。

　雑所得（公的年金等）＜厚生年金・国民年金など＞

　非課税所得 ＜遺族・障害年金、雇用保険、扶助料など＞ 

収入・所得の記入例　【表面】
　収支内訳書が必要です。前年中に開業されたなどの理由により、収支内訳書・手引き
をもっていない場合は、市民税係へご連絡ください。 　収入金額を「ケ」に、収入金額から必要経費を引いた金額を「⑨」に記入してください。

　収入金額を「オ」に、所得金額を「⑤」に記入してください。
 ※上場株式等に係る配当は、総合課税、申告分離課税又は申告不要のいずれかを選
択できます。

※勤務先が２カ所以上あった場合は、収入金額の合計を「カ」に記入し、収入金額の合
計を下表に当てはめ給与所得を計算し、「⑥」に記入してください。

（収入金額）　－　（収入を得るために支出した金額）
　　　　　　　　　　　 －　〔特別控除（最高50万円）〕　＝　《一時所得「シ」》

※総合譲渡所得と一時所得の両方がある場合は、「⑪」にその合計額を記入してくださ
い。

　所得金額調整控除
　＜給与所得と公的年金所得の両方を有する場合の所得金額調整控除＞
　給与所得と年金所得の両方に金額があり、その合計額が10万円を超える場合は、給
与所得は次の控除額を差し引いて「⑥」に記入してください。

（給与所得と10万円との少ない金額）+
（公的年金所得と10万円との少ない金額）-10万円 = 控除額

　収入金額の合計を「キ」に、収入金額の合計を下表に当てはめ年金所得を計算し、
「⑦」に記入してください。

※　給与収入が850万円を超える場合の＜子ども・特別障害者等を有する者等の所得
金額調整控除＞については、市民税係までお問い合せください。

※　遺族年金・障害年金等は非課税所得です。右の「非課税所得」をご覧ください。

●　収入のなかった人、非課税所得のみの人

　遺族年金・障害年金などは非課税所得となるため、所得の計算には含めません。 申
告書表面右下の「５ 所得のなかった人はこの欄に記入してください」の「その他」の欄
に、以下の記入例のように内訳と金額を記入してください。

※分離短期・長期譲渡所得、総合譲渡所得、利子所得、配当所得、株式譲渡所得、先
物取引所得、山林所得、退職所得のある人は、市民税係までお問い合わせください。

　公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が1,000万円を超える場合
は、市民税係までお問い合わせく ださい。

三原　市郎　様
【年金額等】支払内容お知らせ

■支払内容（令和５年分）

支払金額 \180,000

年金額 \180,000
（未払年金額） \0

契約者配当金額 \0
源泉徴収税額（※） \0

（復興特別所得税額） \0
■既払込内容

必要経費 \120,000
○○生命保険

内訳

差引額

宛 名 番 号

フリガナ ミハラ イチロウ

三 原 市 長 様
　　年　　月　　日提出

⑬ 社会保険の種類 支払った保険料

⑮ 新生命保険料の計 旧生命保険料の計

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

介護医療保険料の計

⑯ 地震保険料の計 旧長期損害保険料の計

⑰～⑲ ⑰　　　□ 寡婦控除 ⑱ ⑲　□　勤労学生控除
（学校名）

⑳ フリガナ ミハラ ジロウ

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
フリガナ

㉑～㉒ フリガナ ミハラ イチコ 生年月日 大 昭 平 令 37・11・1 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
フリガナ ミハラ イチタロウ 生年月日

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
フリガナ ミハラ イチジロウ 生年月日

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
フリガナ 生年月日

フリガナ 生年月日

フリガナ ミハラ ジロウ 生年月日

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
フリガナ 生年月日

フリガナ 生年月日

㉖ 損 害 の 原 因 損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類 扶養してくれた人の

損 害 金 額 保険金などで補てんされる金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額

年額
㉗ 特例 支払った医療費 保険金などで補てんされる金額

仕送りしてくれた人の

生活状況を記入してください

令和　 6　年度　　市民税 ・ 県民税 ・ 国民健康保険税　　申　告　書

生年
月日

大・昭・平・令　　　　　　　35　年　　　1　月　　　1　日

氏名 三原 市郎 職業
電話
番号

0848-67-6031
住所 三原市港町三丁目５番１号 個人番号 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３　所得から差し引かれる金額に関する事項

事
業

営  業  等 ア
円

源泉徴収票のとおり 498,260 円

農       業 イ 550,000
国民年金 198,090

不  動  産 ウ 120,000
利　  　 子 エ

合　　　　　計 696,350
配　　   当 オ

円 58,000 円
給　   　与 カ 6,020,345

雑

公的年金等 キ 720,000
120,000 円 円

業　　務 ク

90,000 円
そ   の   他 ケ 180,000

総
合
譲
渡

短　      期 コ地震保険料
控　　　　除

8,000 円 97,000 円

長      　期 サ
寡婦・ひとり親
勤労学生控除

      □死別　　□生死不明
   □離婚　　□未帰還

□ひとり親
　控　　除 一　     　時 シ 200,000

障害の
程度

身体１ 級
度

事
業

営  業  等 ①
氏名 三原 次郎

農       業 ② -800,000
個人番号

不  動  産 ③ 100,000
障害の
程度

級
度氏名 利　      子 ④

個人番号 配　   　当 ⑤

給　   　与 ⑥ 4,276,000
配偶者控除・

配偶者特別控除・

同一生計配偶者

氏名 三原 市子 配偶者の

合計所得金額
120,000 円

公的年金等 ⑦ 120,000
個人番号 □

同一生計配偶者（控除

対象配偶者を除く。）
業　　務 ⑧

㉓
同居・別居

続
柄

父
氏名 三原 市太郎 大・昭

平・令
15・3・30 そ   の   他 ⑨ 60,000

個人番号 控除額 38 万円
合計　（⑦+⑧+⑨） ⑩ 180,000

同居・別居
続
柄

子 総合譲渡･一時 ⑪ 100,000
氏名 三原 市次郎 大・昭

平・令
60・4・4

合 計 ⑫ 4,576,000
個人番号 控除額 33

社 会 保 険 料 控 除 ⑬ 696,350
同居・別居

続
柄氏名

大・昭

平・令
・　　・　 小規模企業共済等掛金控除 ⑭

個人番号 控除額 生 命 保 険 料 控 除 ⑮ 700,000

同居・別居
続
柄

地 震 保 険 料 控 除 ⑯ 14,000
氏名

大・昭
平・令

・　　・　
寡 婦 ・ ひ と り 親 控 除

⑰～

⑱
個人番号 控除額

勤 労 学 生 ・

障 害 者 控 除

⑲～

⑳
530,000

同居・別居
続
柄

孫 配 偶 者 （ 特 別 ） 控 除
㉑～

㉒
330,000

氏名 三原 次郎 平・令 28・2・2
扶 養 控 除 ㉓ 710,000

個人番号

基 礎 控 除 ㉔ 430,000
同居・別居

続
柄氏名 平・令 ・　　・　 ⑬ か ら ㉔ ま で の 計 ㉕ 2,780,350

個人番号 雑 損 控 除 ㉖

同居・別居
続
柄

医 療 費 控 除 ㉗ 150,000
氏名 平・令 ・　　・　

合 計 ㉘ 2,930,350
個人番号

５　所得のなかった人はこの欄に記入してください。

扶養
されて
いた雑損控除

・　　　・ 氏名 続
柄住所

円 円 円
非課税
所得
のみ

□遺族年金　　□障害年金　　□雇用保険
□扶助料　　□児童扶養手当　
□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　) 円医療費控除 □ 250,000 円 0 円

※別居の扶養親族等がいる場合には、裏面の１３に氏名、個人番号及び住所を
記入してください。

仕送りを
受けて
いた

氏名 続
柄※分離課税に係る所得等のある方は、「市民税・県民税申告書(分離課税等

用)」をあわせて提出してください。
住所

その他 父の○○の扶養
預貯金で生活≪裏面にも記載する欄があります≫

１
　

収
 
入
 
金
 
額

社会保険料
控　　　　除

生命保険料
控　　　　除

２
　

所
 
得
 
金
 
額

障害者

控除
(特別障害者に

該当する人は

氏名を○で

囲んでください)

雑

扶
養
控
除 ４

　

所
得
か

ら
差
し

引
か

れ
る
金
額

1
6
歳
未
満
の

扶
養
親
族

(

控
除
対
象
外

)

令和５年分　給与所得の源泉徴収票

支払を受ける者 広島県三原市港町三丁目5番1号
氏
 
名

(フリガナ) ミハラ　イチロウ

三原　市郎

種      別 支  払  金  額 給与所得控除後の金額所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

給与・賞与 6,020,345 　円 4,376,000　円 3,110,760　円 64,500　円

支

払

者

住所又は所
在地 広島県三原市

氏名又は名
称 〇〇株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）

ケ

カ ⑥

●保険会社等の個人年金について、契約者と受取人が同じ人で、受取額から必

要経費を引いた額がプラスの場合は申告が必要です。 保険料や病院にかかる

ときの自己負担割合等に影響する場合があります。確定申告が必要ない場合で

も、市民税・県民税の申告が必要となりますのでご注意ください。

現住所、フリガナ、氏名、生年月日、電話番号、個人番号をもれなく記入してください。

生活状況を記入してください

父の○○の扶養
預貯金で生活
遺族年金○○円受給

その他

非課税所得がある場合は「そ

の内訳」を、前年中収入がな

かった場合は「どのように生計

を立てていたか」を記入してくだ

さい。

から まで

  551,000円 1,618,999円
1,619,000円 1,619,999円
1,620,000円 1,621,999円
1,622,000円 1,623,999円
1,624,000円 1,627,999円

1,628,000円 1,799,999円 A×2.4＋100,000円

1,800,000円 3,599,999円 A×2.8－ 80,000円

3,600,000円 6,599,999円 A×3.2－440,000円

6,600,000円 8,499,999円
8,500,000円以上 収入金額－1,950,000円

給与等の収入金額の合計額
給与所得の金額

550,999円まで       0円
給与等の収入金額の合計額から550,000円を控除した額

1,069,000円
1,070,000円
1,072,000円
1,074,000円

給与等の収入金額の合
計額を「4」で割って千円
未満の端数を切り捨てて
ください。
（算出金額：A）

収入金額×0.9－1,100,000円

給与を受け取った勤務先が１カ所のみで、年末調

整をされた場合は源泉徴収票に記載されている金

受給者
の年齢

公的年金等の収入

3,300,000円まで

3,300,000円から

4,100,000円まで

4,100,000円から

7,700,000円まで

7,700,000円から

10,000,000円まで

10,000,000円から

1,300,000円まで

1,300,000円から

4,100,000円まで

4,100,000円から

7,700,000円まで

7,700,000円から

10,000,000円まで

10,000,000円から

公的年金等の雑所得の金額

　　－１１０　万

　　－１９５　万　５　千

　　－６０　万

　　－１９５　万　５　千

×　７５　％　－　２７　万　５　千

×　８５　％　－　６８　万　５　千

×　９５　％　－　１４５　万　５　千

×　７５　％　－　２７　万　５　千

×　８５　％　－　６８　万　５　千

×　９５　％　－　１４５　万　５　千

65歳以
上の人
（Ｓ34．
1．1以
前）

65歳未
満の人
（Ｓ34．
1．2以
後）

所得から差し引かれる金額（控除欄）については裏面をご覧ください。



★　生命保険料控除の計算欄
《一般生命・個人年金保険》

《介護医療保険》

※　一般保険分　+　個人年金分　+　介護医療保険分　＝　７万円が限度額

★　地震保険料控除の計算欄

※別居の場合は、裏面の「13 別居の扶養親族等に関する事項」もご記入ください。

※　地震保険料控除　+　旧長期損害保険料控除　＝　２万５千円が限度額

●寡婦控除・ひとり親控除 
（※12月31日時点で結婚していないこと、もしくは事実婚の状態にないこと）

　あなたの合計所得金額に応じて受けられる控除です。 　前年中に災害や盗難などにより損失を受けた場合の控除です。 
★雑損控除の計算※次のうちどちらか多い方 

●勤労学生控除 

　社会保険料控除

《控除額》　対象となる社会保険料の支払額の全額 ※控除額は、医療費控除の明細書「３ 控除額の計算」をご参照ください。 

　小規模企業共済等掛金控除
　前年中にあなたが支払った小規模企業共済制度に基づく掛金等がある場合の控除です。

《控除額》　対象となる小規模企業共済掛金の支払額の全額

　生命保険料控除　　　　　　　　※１円未満の端数切り上げ 　配偶者控除／配偶者特別控除／同一生計配偶者

　地震保険料控除　　　　　　　　※１円未満の端数切り上げ

　扶養控除

　寡婦控除・ひとり親控除／ 勤労学生控除

※　特別障害者に該当する人と同居されている場合
　　は、同居特別障害者の控除を受けられます。

　基礎控除 　雑損控除

①（損失額－保険金等で補てんされる金額）－総所得金額等の合計額の10% 

②（差引損失額のうち災害関連支出）－５万円

　医療費控除

※　16歳未満の扶養親族も障害者控除の対象となり
　　ます。

　障害者控除　　　　　　　　　　　　※区分・等級を手帳などで確認することがあります。

控除の記入例　　【表面】 　前年中にあなたが支払った生命保険料・個人年金保険料・介護医療保険料がある場合の控
除です。下の計算欄を使用し、計算してください。

　あなたの合計所得が1,000万円以下で、生計を一にする配偶者の合計所得金額が48万円
以下の場合は「配偶者控除」を、48万円を超え133万円以下である場合は「配偶者特別控
除」を受けることができます。配偶者の氏名や所得金額等を記入してください。（他の人の扶
養親族又は事業専従者に該当する人は除きます。）

※あなたの合計所得が1,000万円を超える場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用
はありません。生計を一にする配偶者の合計所得が48万円以下の場合は、「同一生計配偶
者」となります。その際は、配偶者が障害者であれば障害者控除の対象となりますので、申
告書表面「㉑～㉒」の「□同一生計配偶者」欄にチェック☑してください。

　前年中にあなたが支払った一定の地震保険料や掛金がある場合の控除です。また、平成18
年12月31日までに締結した旧長期損害保険料（保険期間が10年以上で満期返戻金があるも
の）は、地震保険料控除の対象になります。

　あなたと生計を一にする親族で、合計所得金額が48万円以下の人を扶養している場合に
受けられる控除です。（他の人に扶養されている親族又は事業専従者に該当する人は除き
ます。）
※16歳未満の年少扶養親族もご記入ください。市民税・県民税の非課税判定等の対象とな
ります。

　次の表に該当する場合に受けられる控除です。寡婦控除は事由を必ずチェック☑してくださ
い。

　学生または生徒で、合計所得金額が75万円以下かつ自己の勤労によらない所得が10万円
以下の場合に控除の対象となります。 《控除額》26万円 　前年中にあなたやあなたと生計を一にする配偶者、その他の親族のために支払った医療

費がある場合の控除です。医療費控除の明細書を作成してください。　前年中にあなたやあなたと生計を一にする配偶者、その他の親族のために負担した社会保険料
がある場合の控除です。 国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、国民年金保険
料、給与等から差し引かれた社会保険料（本人のものに限る）などが対象となりますので、該当する
欄へ種類別に支払額を記入してください。

　従来の医療費控除（控除額：最高200万円）とセルフメディケーション税制（控除額：最高８
万８千円）の選択制となります。　本人や同一生計配偶者、扶養親族で身体障害者手帳（1･2級は特別障害者）や精神障害者

保健福祉手帳（1級は特別障害者）、戦傷病者手帳（第3項症までは特別障害者）、療育手帳
（Ⓐ・Aは特別障害者）の交付を受けている人及び同程度の障害を有するとの認定を市町村か
ら受けた人が控除の対象となります。対象となる障害者の氏名等を記入してください。 ※セルフメディケーション税制を選択する場合は、申告書表面「３　所得から差し引かれる金

額に関する事項」欄の医療費控除の「特例□」に「1」もしくは「✔」と記入してください。

㉖ 損 害 の 原 因 損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類

損 害 金 額 保険金などで補てんされる金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額

㉗ 特例 支払った医療費 保険金などで補てんされる金額

雑損控除
・　　　・

円 円 円

医療費控除 □ 250,000 円 0 円

⑬ 社会保険の種類 支払った保険料

⑮ 新生命保険料の計 旧生命保険料の計

新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

介護医療保険料の計

⑯ 地震保険料の計 旧長期損害保険料の計

⑰～⑲ ⑰　　　□ 寡婦控除 ⑱ ⑲　□　勤労学生控除
（学校名）

⑳ フリガナ ミハラ ジロウ

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
フリガナ

㉑～㉒ フリガナ ミハラ イチコ 生年月日 大 昭 平 令 37・11・1 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
フリガナ ミハラ イチタロウ 生年月日

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
フリガナ ミハラ イチジロウ 生年月日

３　所得から差し引かれる金額に関する事項

源泉徴収票のとおり 498,260 円

国民年金 198,090

合　　　　　計 696,350

円 58,000 円

120,000 円 円

90,000 円

地震保険料
控　　　　除

8,000 円 97,000 円

寡婦・ひとり親
勤労学生控除

      □死別　　□生死不明
   □離婚　　□未帰還

□ひとり親
　控　　除

障害の
程度

身体１ 級
度氏名 三原 次郎

個人番号

障害の
程度

級
度氏名

個人番号

配偶者控除・

配偶者特別控除・

同一生計配偶者

氏名 三原 市子 配偶者の

合計所得金額 120,000 円

個人番号 □
同一生計配偶者（控除

対象配偶者を除く。）

㉓
同居・別居

続
柄

父
氏名 三原 市太郎 大・昭

平・令
15・3・30

個人番号 控除額 38 万円

同居・別居
続

子大・昭

社会保険料
控　　　　除

生命保険料
控　　　　除

障害者

控除
(特別障害者に

該当する人は

氏名を○で

囲んでください)

控除額

４３万円
２９万円
１５万円
　０　円

2,400万円以下

2,400万円超2,450万円以下

2,450万円超2,500万円以下

2,500万円超

合計所得金額

区分 年間支払額 控　除　額
         ～ 15,000円  年間支払額の全額
15,001円 ～ 40,000円  年間支払額　×　１／２　＋　 7,500円
40,001円 ～ 70,000円  年間支払額　×　１／４　＋　17,500円

 70,001円 ～　　　　　  35,000円（一律）
         ～ 12,000円  年間支払額の全額
12,001円 ～ 32,000円  年間支払額　×　１／２　＋　 6,000円
32,001円 ～ 56,000円  年間支払額　×　１／４　＋　14,000円

 56,001円 ～　　　　　  28,000円（一律）

旧
制
度

新
制
度

         ～ 12,000円  年間支払額の全額
12,001円 ～ 32,000円  年間支払額　×　１／２　＋　 6,000円
32,001円 ～ 56,000円  年間支払額　×　１／４　＋　14,000円

 56,001円 ～　　　　　  28,000円（一律）

新
制
度

旧制度：平成23年末までに契約したもの

同一契約で、地震保険料と旧長期損害保険料の両方があるときは、いずれか一方のみ

年間支払額 控　除　額

         ～ 50,000円  年間支払額　×　１／２
 50,001円 ～　　　　　  25,000円（一律）
         ～  5,000円  年間支払額の全額
 5,001円 ～ 15,000円  年間支払額　×　１／２　＋　 2,500円

 15,001円 ～　　　　　  10,000円（一律）

地震保険料

旧長期損害
保険料

障　害　者 ２６万円
特別障害者 ３０万円
同居特別障害者 ５３万円

控
除
額

↑このマー

クがついて

いる控除

は、証明す

る書類の

添付が必

要になりま

書類添付

書類添付

書類添付

書類添付

書類添付

書類添付

書類添付

名称 性別 控除額 所得要件 事由 扶養親族の有無
死別 問わない
離別 扶養がいる

問わない

寡婦控除 女性 26万円

ひとり親
控除

生計を一にする子がいる
（所得48万円以下）

問わない

500万円
以下

30万円

900万円以下
900万円超

950万円以下
950万円超

1,000万円以下

一般 ３３万円 ２２万円 １１万円

老人（70歳以上）
～S29.1.1

３８万円 ２６万円 １３万円

３３万円 ２２万円 １１万円
３３万円 ２２万円 １１万円
３１万円 ２１万円 １１万円
２６万円 １８万円 ９万円
２１万円 １４万円 ７万円
１６万円 １１万円 ６万円
１１万円 ８万円 ４万円
６万円 ４万円 ２万円
３万円 ２万円 １万円

納税義務者の合計所得金額

48万円超　95万円以下
 95万円超　100万円以下
100万円超　105万円以下
105万円超　110万円以下
110万円超　115万円以下
115万円超　120万円以下
120万円超　125万円以下
125万円超　130万円以下
130万円超　133万円以下

配偶者の合計所得金額

配偶者
控除

48万円
以下

配偶者
特別控

除

控除の種類 控除額 年齢要件等
16歳以上19歳未満：H17.1.2～H20.1.1 

23歳以上70歳未満：S29.1.2～H13.1.1 

特定扶養 45万円 19歳以上23歳未満：H13.1.2～H17.1.1

老人扶養 38万円 70歳以上：～S29.1.1

同居老親 45万円 70歳以上かつ同居を常況とする直系尊属（親・祖父母等） 

年少扶養 0円 16歳未満：H20.1.2～R4.12.31

一般扶養 33万円



収入・所得の記入例　【裏面】

個人年金などの雑所得のある人
収入金額を表面の「ケ」に、そこから必要

経費を引いた金額を「⑨」に記入。

事業・不動産所得のある人
こちらの記入と合わせて、収支内訳書

も作成してください。

保険の満期などの一時所得がある人
イ、ロ、ハの金額をそれぞれ表面の「コ」「サ」「シ」

に、ニの金額を⑪に記入。

寄附金税額控除について
前年中に、都道府県・市区町村、住所

地の共同募金会・日本赤十字社支部、

その他条例で指定している団体に対し、

ご自身が寄附をした場合に控除の対象

となります。

◎寄附先と金額の分かる証明書の写し

別居の扶養親族等がいる人
扶養親族と同居していない場合は、こ

ちらに住所・氏名・マイナンバーを記入。


